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第二章 「新法」施行後も続く相談 
相次ぐ不正と人権侵害に対する内外からの批判が高まるなか 2016 年の通常国会

に「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」＝技能

実習法（以下「新法」）案が提出されました。国会では日本共産党の畑野君枝さんと仁

比総平さんにこの間の事件を取り上げてもらい、私も参考人として衆院法務委員会で

意見を述べました。4 月から始まった法案審議は継続審議となり臨時国会では様々な

付帯決議をつけたうえで１１月に成立、さらに一年をかけて政省令、詳細を定める運用

要領が制定され、翌 2017年 11月に施行されました。 

 しかし「新法」には長い経過措置があり、施行以前に入国していた実習生には適用さ

れませんでした。10月末までに大量の駆け込み申請を認めたため、施行後１年以上も

新法と旧法適用の実習生が混在し、国内の実習生全員に適用されるようになったのは

2019 年 2 月ころからです。施行後もすぐには不正が減らず愛労連には 2018 年 1 月

から 19年 12月までに 63件の相談があり 38件を申告・支援しました。今後 2019年の

統計が発表されますが「新法」に実効性があるのかわかるのはまだ先になります。 

 
 

（１）あいつぐ家賃ピンハネ事件 

２０１６年 6月の岐阜アパレルの残業代 500円事件以後、東海地方だけでなく青森

から九州まで縫製業での残業代相談が次々と入り、これは今も続いています。しかし

縫製業の苦難はそれだけではありませんでした。かつて 1万円程度だった家賃が縫

製のオンボロ寮でも 3万円が珍しくなくなっていました。５年ほど前に龍谷大のＱさん

が実習生の家賃調査を行った時には 2万円を超えてきているという報告でした。しか

しそこでも 3万円は数件しかありませんでした。ところが縫製業では一人３万円が珍し

くありませんでした。 

 

(1)ブログ「外国人実習生支援」 

こんな話は聞いていない!!  2018年 6月 28日 
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先日、訴えた実習生です。 

ポイントは２点 

①日本に来たときは約半分の日は８時間分

の仕事をさせてくれず、給料がとても少なか

った。 

②ベトナムで契約した時の家賃は 21,000円

だったが日本に来てから、31,000円に変更

する書類にサインさせられた。 

会社は①について「ベテランを頼んだのに仕

事のできない実習生が来たから半日は勉強

させていた」といいます。仕事の少ない日は

無給の「自主」学習にしたようです。 

②はベトナムで契約した書類に会社の印が

押してあり、これが入管に提出されています。 

実習先に配属されてから値上げされ「嫌なら帰国していい」と言われても断れません。会社は

「実習生のサインがある」と言っています。 

 

 相談にきたＳ社の実習生は母国での契約で 2.1万円の家賃だったのに最初の給料

から 3.1万円をひかれていました。実習生が「契約と違う」というと会社は契約書を赤鉛

筆で修正してしまいました。いったいどうなっているのでしょう。 

 

事理明白か 2018年 7月 4日 

 

 労働者から寮費を取る場合、賃金控除協定の締結が必要なことはもちろんだが、その場合

であっても控除するものは「事理明白なもの」に限られる。 

①の場合は問題外だが、②の場合でも 21,000円を 31,000円に変更する「事理明白な」根拠

が求められるのではないか。 

これまでも労基署は「事理明白なもの」でない場合、返還させてくれています。 

 

実習制度では実習企業に寮の確保が義務付けられています。入管は「実習生が受入機関の

宿舎を出て他の施設に入ることを禁じているものではない」(2016.1名入)と答えました。新法

ではこれが運用要領に記載されましたが、企業が寮を確保する義務は変わっていません。実

際には実習生が寮費の値上げを拒否して帰国することはできません。 

旧実習制度では 

技能実習制度では「食費や寮費等を賃金から控除する場合には，労働基準法にのっとった

労使協定の締結が必要であり，控除する額は実費を超えてはなりません。」とされています。 
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この実費について JITCOは下記のように定めていました 

a 宿舎費の額は、近隣の同等程度のアパート等の相場を超えてはならない。 

b 宿舎費の額、内訳及び計算方法について技能実習生本人に十分説明し理解を得る。 

c 一戸の住宅を複数の技能実習生に貸与している場合の一人当たりの宿舎費の額は、所定の

賃貸料を人数で除した額を超えてはならない。 

「新法」ではさらに明確にしています 

○自己所有物件の場合 

 建設・改築等の費用、耐用年数、技能実習生の人数等を勘案して算出。 

〇借上物件の場合 

 借上げ費用（管理費・共益費を含む、敷金・礼金・保証金・仲介手数料等は含まない。）を技能実

習生の人数で割った額以内 

 

 当初この実習生は「旧法」適用だと思ったので入管に情報提供し、労基署に申告し

ました。しかし労働基準監督官はその後の契約書に本人がサインしていることを理由

に「事理明白でないとは言えない」と是正指導しませんでした。「事理明白」というの

は、労働基準法で賃金から控除できるものは家賃など「事理明白なもの」のみとされて

いるからです(基発第六七五号)。しかしこのサインは 2016年 5月に働き始めた後の 10

月に最低賃金引き上げがあったからです。実習生は「サインしないと給料を上げてもら

えないと思った」と言っています。 

 労基署のこの対応で調子にのった監理団体は文書で家賃について「貴殿が心配さ

れている経緯に関して明快となりました」と書いてきました。さらに一日半分しか仕事を

させなかったことについて「１年目に行った総時間数が当初の実習実施計画に対して

約 81％の時間数を行っておりますので、おおむね当初計画をこなしている」と回答し

てきました。技能実習法でも旧法「指針」でも１年目の実習生については毎月現地で

実習生にあって直接話を聞くことになっています。１年経ってから合計して実習計画ど

おりなどというなんてことが認められるわけがありません。 
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(2)法務省と厚労省に要請  

 家賃問題は技能実習法案審議のなかで何度も取り上げ、法務省は運用要領にも詳

しく記載してくれました。絶対に許すわけにはいきません。9月 4日に議員レクで家賃

について法務省と厚労省は次のように説明しました。 

 法務省は母国で 21,000円で契約した寮費を入国後に 31,000円に変更して契約さ

せた件については「実習計画の変更を提出する必要」があり、半日の作業についても

「年間合計で 81％などという基準はない。入管に変更の理由を説明する必要があ

る。」と答えました。 

 厚労省の監督課は、（会社が）「監理団体が間違えた」と言っても会社の印があれば

母国での契約書は有効だとしました。「事理明白」については「入管が認めない寮費を

事理明白とは言えない」と答えました。しかし一般論に止まり、労基署では現場での判

断が優先され、違反とはなりませんでした。 

 では「実費」のほうはどうなっていたでしょう。 

 

 家賃ピンハネの手口  2018年 10月 3日 (水)  

 入国直後に家賃を１万円ひきあげた会社の手口がわかってきました。この会社は賃貸マン

ションを所有していて、その一部屋を寮として使っていました。 

 ここには３ＤＫタイプ（58.23㎡）と４ＤＫタイプ（62.37㎡）で面積は４㎡程度しか違いませんが

賃料が４．５万円と１０．５万円と大違いでした。３人の実習生は４ＤＫのほうを寮とされていま

した。これを理由に会社は一人３．１万円にしています。面積がちょっとしか違わないのに家

賃が１０．５万円と高い理由を会社は「この部屋はミシンが使えるように特殊な構造にしてあ

る」と説明しているそうです。 

ちなみに一宮市で築２５年のマンションは４ＬＤＫ７０㎡～７５㎡で７万円から８万円で借りられ

ます。築 24年、62.37㎡で 10.5万円は地域の相場からみてもかけ離れています。

「アパマンショップ」から 

http://rodo110.cocolog-nifty.com/photos/uncategorized/2018/10/19/44341697_898140063725557_7511550509.jpg
http://rodo110.cocolog-nifty.com/photos/uncategorized/2018/10/19/44255940_898140057058891_3911087414.jpg
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 その後機構本部からビザ更新後の実習生は「新法」適用であることを教えてもらい、

2018年 9月に技能実習機構名古屋事務所に申告しました。名古屋事務所の問い合

わせ後に会社は「10月から 1万円引き下げる」と言ってきましたが過去分については

返金しませんでした。ところが機構は「これで指導を打ち切る、理由は諸般の事情」と

通告してきました。 

 国会には新たな入管法「改正」案が出されようとしており、各マスコミも取材してくれま

した。 

 

東京新聞 2018年 11月 14日 



38 

 

 

 11月 16日には全労連の記者会見（厚労省記者クラブ）に参加して、技能実

習生の家賃ピンハネを労基署、機構に訴えている事件や失踪者の４割を建設業

がしめており、なかには暴力をうけていることが少なくないことを報告しまし

た。 

 この会社はプレスの仕事が中心で、仕事が少なかったために一年目の実習生

にはひと月の半分を半日しか仕事をさせませんでした。給料は総額 10万円に

もなりませんでした。日本人は仕事がないと辞めてしまうので、逃げられない

実習生を調整弁にし、そのうえ家賃を１万円増やしていたのです。 

 しかし、それでも機構は「過去の事は指導できない。」と申告を打ち切り、

私から「情報提供」した入管は沈黙を続けました。これでは、過去の不正は見

逃すことになってしまいます。 

 

 動きのないまま年を越え、実習生たちに帰国が迫ってきました。愛知県では

東海在日外国人支援ネットワークが毎年名古屋入管との懇談を行っています。

私もそのメンバーですので、この問題も取り上げてもらいました。 
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(３)名古屋入管の指導は間に合うか。アートＴ＝Ｓの実習生が帰国 2019年 2月 19

日 

 

 昨年６月から訴えてきた一宮市のＳの実習生が２４日に帰国します。この間、中日新聞、東

京新聞、読売、赤旗、報道ステーションでも報道されてきました。 

１月１０日の名古屋入管での意見交換会では下記のやりとりがありました。 

果たして、帰国前に調査、指導が行われるでしょうか。 

全国から注目されています。 

 

①寮費について 

問：一宮市で入国前に母国で契約した寮費を、入国直後に根拠も示さず、１万円引き上げら

れた。実習計画の変更であり、届け出が必要ではないか。また賃貸料・水道光熱費の実費を

大幅に超過した寮費を徴収していた場合、法 15条にある改善命令を行うのか 

 

回答；寮費等の実習生が定期的に負担する費用については、実習生の合意を得ている必要

がある。これらの費用の引き上げについては実習生の同意が必要であり、また変更は機構に

届けられなければならない。これらの費用は実費に相当する額、あるいは適正であるべきで

あり、適正適性を超えた場合は、事実関係や経緯を調査し、計画認定の取り消しや改善命令

を行うこともありうる。 

  

②実習先での研修について 

問：一宮市の実習企業への配置後、技能未熟を理由におよそ半年間は一ヶ月のうち半分が

半日しか仕事をさせてもらえず、無給で自主学習をさせられた。これは実習計画との齟齬があ

り監理団体が毎月の訪問で是正指導すべきでことではないか。 

 

回答；実習時間の変更があった場合は機構への届け出が必要である。実習計画の変更の時

間数によっては、計画認定を受ける必要がある。これらの届出を怠った場合には実習計画と

の齟齬により、認定の取り消しや改善命令を行うこともある。また、監理団体は実習実施機関

が計画通りに実習が行われているかを定期的に監査することが法令で義務づけられており、

http://rodo110.cocolog-nifty.com/photos/uncategorized/2019/02/19/1.jpg
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時間変更があった場合に届け出が行われていなかった場合には,これを是正するよう指導す

る必要がある。これを怠った場合には、監理団体の許可の取り消し詩や改善命令を行うこと

もある。 

 

法務省も「実習計画の 81%などという基準はない」と言っていましたが、事件は解決し

ないまま 2019年 2月実習生たちは帰国することになりました。 

 

(4)アートＴ＝㈱Ｓの家賃ピンハネ問題は続く 2019 年 2 月 24日 

 昨年６月から様々な不正を訴えてきたアートＴ＝㈱Ｓの実

習生が４月の満了を前に帰国しました。仕事が少なく、有休

休暇を使い果たしました。 １月にも名古屋入管にいって調査

を約束いただいたのに、間に合いませんでしたが彼女たちか

らはお礼のメールがありました。これからも訴え続けたいと思

います。  

 

  榑松さん、メディアのみなさん、この間、私たちを誠心誠意

しえんしてくださって、たいへんありがとうございました。 

私たちの問題がすっかり解決されたわけではありませんが、

私たちはとても喜んでいます。重ねて、みなさん方に心から

の感謝を述べさせていただきます。  

 

アートＴ＝㈱Ｓ家賃ピンハネ。入管庁長官は差額分

も指導すると答弁 

2109年 4月 18日 

 17日の衆院法務委員会で藤野保史議員が一宮のアートＴ＝㈱Ｓの家賃ピンハネ事件を追及。 入管

庁長官は差額分も含めて指導すると答弁したが、実際には昨年の 10月以後分しか指導していない 

今年１月に名古屋入管に再度要請して指導を約束したがすでに３か月。 虚偽答弁の疑いも  

 

 さらに 4月、衆院法務委員会で藤野議員の質問に入管局長が「一般論で申し上げますと、技能実習

生からの相談や、あるいは外国人技能実習機構そして地方出入国在留管理局による実施検査により

まして、不適正な金額が控除されているというような事案がありましたら、地方出入国在留管理局又は

外国人技能実習機構におきまして、差額分の返済も含めた必要な指導を行い、事案の内容に応じて、

改善命令、技能実習計画の取消し等の厳格な対応を行います。」と答弁しました。 

 

 しかし、７月 31日に名古屋入管に問い合わせても調査が行われていませんでした。

何らかの原因があると考えられます。  
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Ｐ．Ｓ. その後調べてみると 2018年 6月にこんな「重要なお知らせ」がでていました。

まさに私がこの相談を受けていた時。この相談に合わせたかのようなお知らせです。

残念ながら労基署も機構事務所も読んでいなかったようです。 

 

厚労省 HP 雇用・労働 外国人技能実習制度 トピックス 重要なお知らせ 

 

平成 30年 6月 21日 

監理団体各位      

法務省入国管理局入国在留課 

厚生労働省人材開発統括官付海外人材育成担当参事官室 

外国人技能実習機構監理団体部 

 

監理団体による技能実習計画の作成指導及び監査等における留意点について（技能実習計画齟 

齬） 

 昨今 、本来の技能実習計画（以下「計画」という。）上の職種・作業とは異なる内容の作業の実施や 

計画上の作業時間数とは異なる形での技能実習の実施といった技能実習計画の内容とは異なる内容 

の技能実習（以下「計画齟齬」という。）を実施させている事案が散見されるところであり、法務省・厚生

労働省・外国人技能実習機構においては、技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図る観点

から、かかる事案に対しては、技能実習計画に基づく技能実習を行うよう指導を行うほか、悪質な場合

には改善命令や認定の取消し等を行うなど厳正な対処を行うこととしています。（※太字は筆者） 

 

 添付された技能実習法施行規則には「ひと月に一回以上頻度で」と書いてあり 1年

間を平均してなどありえません。 

「第一号団体監理型技能実習にあっては・・・一月に一回以上の頻度で・・・実地による確認。・・・技能

実習を行わせる事業所及び団体監理型技能実習生の宿泊施設を実地に確認」と説明までついていま

す。 

 

しかし 2019年末までたってもこの事件について調査は行われていません。 
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(5)寮についての「新法」運用要領での規定 

 2017年 1月に放送されたＮＨＫ「NEXT未来のために」で

は台所をネズミが走り回る姿が映し出されました。岐阜アパ

レルの縫製業ではこういう寮が少なくありません。 

 そのため 2017年 4月に発表された「運用要領」には宿舎

について細かな点についてまで定められました。 

 

（２） 宿泊施設の確保に関するもの 

⑥食堂又は炊事場を設ける場合は、照明・換気を十分に行い、食

器・炊事用器具を清潔に保管し、ハエその他の昆虫・ネズミ等の害を防ぐための措置を講じてい

ること  

 

家賃などについても 

 

（技能実習生の待遇の基準） 規則第１４条 

四 食費、居住費その他名目のいかんを問わず技能実習生が定期に負担する費用について、 

当該技能実習生が、当該費用の対価として供与される食事、宿泊施設その他の利益の内容を十

分に理解した上で申請者との間で合意しており、かつ、当該費用の額が実費に相当する額その

他の適正な額であること。 

として 

〇 食費 

調理・提供の場合 ： 材料費、水道・光熱費、人件費等の費用の提供を受ける者（技能実習生の

みに限られない。）の人数で除した額以内の額 

○ 居住費 

 ・ 自己所有物件の場合 実際に建設・改築等に要した費用、物件の耐用年数、入居する技能実

習生の人数等を勘案して算出した合理的な額 

・ 借上物件の場合 借上げに要する費用（管理費・共益費を含み、敷金・礼金・保証金・仲介手数

料等は含まない。）を入居する技能実習生の人数で除した額以内の額 

○ 水道・光熱費 

 実際に要した費用を当該宿泊施設で技能実習生と同居している者（実習実施者やその家族を

含む）の人数で除した額以内の額でなければなりません。  

 

 さらに北名古屋市でのフィリピン人実習生事件（拙書「外国人実習生 SNS相

談室」）後に名古屋入管から示された寮をでる自由についても明記されまし

た。 
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 なお、監理団体等が確保した宿泊施設とは別の物件を技能実習生が宿泊施設として希望した

場合（例えば近隣の賃貸物件を希望した場合）には、技能実習生の自己負担により、上記の基準

を満たす宿泊施設に宿泊施設を変更することは差し支えありません 

 

居住の自由がない 

 ここまで例にあげたものは私が特にひどいと思ったものです。なかには普通のアパー

トもありますが、共通しているのは相部屋が多く、二段ベッドなどプライバシーを確保す

るスペースはほとんどありません。実習生は自分で住居を確保することはほとんど不可

能です。 

 最低賃金で働きながら、寮生活で家賃と食事を節約し、わずかな賃金から二万円、

三万円と貯めたお金を借金返済と家族への仕送りにしています。一万円でも多く仕送

りできれば、母国の物価ではその価値は日本の５倍、10倍となるので、三年間をがま

んして暮らしているのです。 

 問題は家賃だけではありません。関東周辺ではオリンピック需要で建設業の人手不

足が深刻で外国人実習生がたいへん多くなっています。建設業はもともと出稼ぎ労働

者が多く大部屋に雑魚寝のところが残っています。今はその寮に実習生が住んでいま

す。そんななか千葉県野田市の山中にある建設会社寮からは「水が汚くて飲めない」

と相談がありました。 

 

 「私達はア〇カ協同組合を通じて日本に来ました、りゅう〇いという会社で働いて、この会

社は 5 人疾走（ママ）したことがあります、なぜというと、社長は悪いし、アパートで酷く汚

染水を使わなければいけない、毎日、私達はきれいな水を使うために公園へ水を取りに行っ

て、使います」 

 

 神戸大の斎藤准教授から報告のあった愛知県の畜産農家。「牛舎に併設された宿

舎。３人一部屋。台所にごろ寝。トイレは

屋外に一つだけ。風呂（シャワー）は大変

不潔。搾乳用の消毒薬がよく目に入って

通院が必要になるが、多忙と言葉と人間

関係のために伝えられず放置して視力低

下。無理な労働で皮膚疾患が悪化した

り、何度も蜂に刺されたり」していました。

写真で見ると女性は体中に発疹がでてい

ました。 

 先の千葉県の事件は技能実習機構が調査に入り改善を指導しましたが、その後実

習生達は逃げてしまいました。 
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（２）失踪者の急増とその原因 

 2018 年秋の入管法審議では技能実習生の失踪問題が大きな話題になりました。国

会では失踪者データの間違いがく取り上げられました。この間失踪者は毎年千人ずつ

増え、昨年は 9 千人を超えました。国は失踪理由を「より高い賃金を求めて」だと説明

していましたが、失踪者の調査票をみると受け入れ機関の不正を疑わせるものも少な

くありませんでした。その後入管の報告書(2019.3）をみると賃金未払いなどの不正が

数多くあることがわかってきました。しかし逃げ出した企業への調査をおこなわないまま

実習生たちは帰国させられていました。「失踪したものは帰国」ありきです。 

 

 

(1)建設業と農業で半分以上 

 2016 年ころから建設業で逃げてくる実習生が増えていましたので 7 月の議員レクで

国交省に聞きました。しかし当局からは「そのような統計はない」という回答でした。確

かに当時の失踪通知には職種欄がなかったようです。ところがその直後の 9 月から法

務省が失踪者の職種別統計を取り始め、提供してくれました。それを整理したのが下

表です。２号移行者数の割合と比べると建設業の失踪率がダントツに高く、ついで農

業の失踪率が高いことがわかりました。この２職種で失踪者の半分以上を占めていま

す。 

 国は「より高い賃金を求めて」と言っていますが残業代 500 円事件の頻発する縫製

業ではそれほど高い失踪率にはなっていませんでした。逃げた後により高い賃金のと

ころに誘われることはあっても、最初に逃げだす理由には職種での問題があります。 
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①建設業の問題 

 建設業の相談では、手取り額の極端に少ない例があります。金山駅で会ったフィリピ

ン人は年末年始に仕事が少なく手取りが２万円台でした。相談に乗ろうかと話しました

が、彼は断りどこかに行ってしましました。これは極端にしても土木作業員の場合には

日本人も含めて日給制が多く、雨が続くと休みになったり、公共工事の下請けの場合

は予算の都合で仕事の少ない月があります。（2020 年 4 月から月給制に。三章後述）

宿舎から荷物を積んで会社の車で一時間かかる現場まで行ってもその間は無給です

し、夕方からの残業もありません。仕事が少ないと日本人はやめたり、どこかで働きま

すが実習生はアルバイトができません。実習生を使っている小さな土建屋に聞くと元

請けから急な募集があった時にもすぐに手を挙げられるよう実習生をキープしてあると

いいます。 

 

②相次ぐ暴力 

 2018年５月、徳島の産廃業者で日本語の不十分だった実習生に社長が重機をぶつ

けて、鎖骨骨折、二か月間の入院治療という事件がおきました。スマホに大けがをした

写真が送られてきたときにはいったい何事が起きたのかわかりませんでした。Ｈさんは

退院後も送り出し機関の駐車場にあるプレハブ倉庫に住まされましたが、風呂もトイレ

もシャワーもなく、あの暑い夏にエアコンは壊れたままでした。監理団体は何もせず近

所の方がエアコンを修理してくれました。会社は転院後の労災手続きも行わず、監理

団体は移籍先を探そうとしないため、支援者で移籍先を探し、2019 年の年明けから大

阪の工場で働くことができるようになりました。 

 この事件は赤旗、TV 東京、四国放送などマスコミでも大きく取り上げられ、会社は労

災隠しの労働安全衛生法違反で書類送検されました。 
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(赤旗 2018年 11月 10日） 

ほかにも産廃処理では溶接や機械作業などの職種で入れておきながら実際には

全く違う手作業をさせられたという相談があり、職種違反で機構に申告する事件が続き

ました。とび職が不足しているために、前歴を適当にごまかして送り出す機関もありま

す。 

建築・建設と違い解体は現場が短期間で変わるため調査・指導がしにくいこともあ

ります。労働会館の前でも建物解体現場でショベルカーの歯にヘルメットをかぶらない

外国人を乗せて作業させていました。高所作業に必要な安全ベルトを着けずに作業

させたり、言葉がわからないために事故を起こすこともあります。仕事でひどいけがをし

たのに、病院に連れて行ってもらえなかったり、労災にしてもらえないという相談もあり

ます。 

 千葉県からは、熊本に本社をもつ建設会社の営業所に所属する実習生が社長に首
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を絞められている動画が送られてきました。一生懸命日本語を勉強していると社長が

「そんなものはいらない」と怒りだしてきたのです。実習生はこの動画を入管に持ち込

み、入管は直ちに監理団体を呼んで移籍させました。彼は三年間の実習を終えて、得

意の日本語を生かして送り出し機関に就職しました。私の通訳ボランティアもやってく

れています。 

 

③農業での問題 

 先の産廃実習生と同じ徳島県の農場では片手の指を全

部失う事故が起きていました。この農場では高所から転落

しドクターヘリで急送されるという重大労災も発生していま

した。実習生から帰国後の障害給付について相談がありま

した。（機構のＨＰに労災補償について各国語で詳しい説

明があります） 

 

 山形県の牧場ではモンゴル人女性が一束 30 ㎏ある牧草

を運ばされていました。女性の重量物連続作業は 20 ㎏と

定められています。これは機構に申告してすぐに移籍にな

りました。 

 愛知県渥美半島のミャンマー人女性は３月から３週間一

日も休みなくキャベツの収穫をさせられていました。ＧＷまでは一日も休みがないと言

われて相談してきました。年間変形労働の届出がされていると３週間では直ちに労基

法違反になりませんが、それでも４週間に 4 日は休日を与えなくてはなりません。この

実習生は雨で収穫ができなくなるまで 30 日間働いたところで機構に申告しました。機

構が監理団体に指導して休日は増えましたが、その後彼女は失踪してしまいました。

農業の盛んな渥美半島では同様の相談がほかにもきています。また先に住居問題で

紹介した豊橋の畜産ベトナム人女性は牛小屋同然の宿舎で、消毒薬で体中がかぶれ

ていました。 

 農業での労働時間には労基法の適用除外があります。農水省が労基法準拠を求め

ても農水省の「通知」で労基署の指導は受けられません。建設業の下請け業者と同じ

く農家では労基法や労働安全衛生法など全くわかっていません。この数年で農業実

習生が３倍も増えていますが、監理団体の指導員は農業のことなど知りません。 

 建設業や農業は天気に左右され、就業場所もよく変わります。ある入管の元職員は

「自分が長靴をはいてキャベツ畑にいって調査しているようでは不正はなくならない」と

話していました。業界を指導する省庁が受け入れから責任をもって指導すべきです。 
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(2)はじめて失踪理由の調査 

①失踪事業所の４割に不正 

  国会で問題となったため国はあらためて失踪者の聴取票を調査しなおすことになり

ました。そのうち失踪者 2,025人（1,555機関）分を実地調査した結果 721人(631機関）

に何らかの不正行為が認定されました。 

最低賃金違反 58人 

契約賃金違反 69人 

賃金からの過大控除 92人 

割増賃金不払い 195人 

残業時間不適正 231人 

その他の人権侵害 36人 

書類不備 222人 

その他不正行為 34人 

「技能実習制度の運用に関するプロジェクトチームの調査・検討結果 2019年 3月 28日」 

この時点ではまだ不正行為措置が行われていなかった 631機関についてその後 262機関に違反

があり下記のように処分されています。 

不正行為認定 2件 

改善勧告 103件 

改善指導 28件 

注意喚起 165件 

調査の結果だけでも、これだけの実習生は事前に不正を申告、または調査が行われ

ていれば失踪・強制帰国にならずにすんでいたと思われます。事情聴取していたにも

関わらず「帰国ありき」の姿勢が改めて問われることとなりました。 

 

②高額な手数料 

また、給料が不当に安くても高額な借金を返せないので逃げるケースも少なくありませ

ん。この報告書では高額な手数料についても報告されています。 

 「平成２９年の失踪技能実習生に係る聴取票の「送り出し機関に払った金額」欄に記

載のあった金額について、上記３か国の平均額を算出したところ、失踪者数が最も多

いベトナムからの技能実習生については、平均で約１００万円、カンボジアとミャンマー

からの技能実習生については、平均で 65 万円前後の金額を徴収されたと申告してい

ることが明らかとなった。」 

 報告書では「新制度下においても、申請書類に現れない裏契約（違約金契約）が締

結されていることがあり得る」としています。受入れ人数のわりに失踪者数が少ないフィ

リピンでは政府が送り出し機関に対して手数料を取ることを禁止しています。 

 「新法」では送り出し機関が実習生から保証金をとることを禁じていますが、ベトナム
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では政府が３０００ドルまでは認めています。新制度になってからの失踪割合は下がっ

ているようですが、ベトナムからの実習生はとても多くなっており失踪者数が減らないよ

うであれば「新法」の実効性が疑われることになります。 

 

 

 

（３）産業政策が求められる縫製業 

 縫製業実習生からの相談の大半が残業代の不足です。「新法」適用後も縫製業から

の相談が半数を占めています。最近は表立って残業代 500 円という会社は少なくなり

ましたが、「内職」扱いにして勤務時間を記録しないなど不正の手口は巧妙になってい

ます。 

(1)背景に下請け工賃の低迷 

 残業代 500円と家賃ピンハネの背景には縫製下請工賃が「この 10年間まったく上

がっていない」(岐阜のＡ社長）という事情があります。最低賃金はこの 10年毎年、一

時間 20円から 25円上がっていますので、月給では 4、5千円の賃上げになります。

2016年の「新法」審議で岐阜アパレルの残業代問題を追及された世耕経産相は縫製

業の工賃調査を約束しました。2017年 3月に行われた調査では「最低賃金等の引き

上げに伴う取引対価の引き上げ」が適正に行われた会社は全国で２割、岐阜県では１

割程度しかありません（グラフ、経産省調査 2017.3）。そのため末端の縫製業者は最

賃引き上げ分を残業代 500円と家賃ピンハネで取り戻していたのです。 
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 しかし、その後も残業代 500円の相談は減るどころか全国から同様の相談が来るよう

になりました。いまでは岐阜、愛知だけでなく青森から四国、九州まで全国の縫製業

実習生から相談がきています。そのため私は議員レクで経産省の担当者を含めて法

務省・厚労省担当者に実態を聞きました。 

 

(2)経産省は下請け法徹底せよ 

 議員レクで経産省は縫製業で最賃違反が続いている事について「業界団体にガイド

ラインを作成させている」と答えました。2016年秋の国会で仁比議員の質問に世耕経

産大臣が「実態を調査する」と答弁してから 2年。昨年 3月の調査で下請けガイドライ

ンが全く守られていない事が明らかになったのに、まだ寝ぼけた事を言っていました。 

 愛労連からは「このまま 10年経ったらみんな最賃違反を申告されて倒産する。下請

け法を守らせて下請け工賃を引き上げると言わないのか！」と追及しました。厚労省に

は岐阜と愛知の不正について事前に質問しておいたのに、今年 1月の岐阜県の資料

すら持っておらず、岐阜縫製業で最賃違反の多い事を知りませんでした。 

 

 この縫製業の実態を朝日デジタルが実習生の声と合わせて報じてくれました。「新品

の服、売れずに廃棄 『年１０億点』 人気ブランドも」（2018年 7月 3日）。また光文社

新書「大量廃棄社会」（仲村和代、藤田さつき）には取材した実習生の実態も載ってい

ます。 

 

2019年の通常国会では立憲民主党・共産党の議員がこの問題を取り上げてくれまし

た。 

http://rodo110.cocolog-nifty.com/photos/uncategorized/2018/09/07/3.jpg
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下請け縫製工賃の引き上げを  2019年 3月 19 日 

 先月の予算委員会で立憲民主党の早稲田議員が縫製業での不正実態を追求した

後、技能実習の職種別不正について「厚労省が縫製業については 2017年分を早急

に公表する」と連絡してきたそうです。 

 経産省は昨年末に「振興基準」を改正しましたが、そこには下記のように書かれて

います。しかし、経産省の調査（17.3）では全く守られていませんでした。経産省こそ基

準が守るよう指導すべきです。 

 

下請中小企業振興法「振興基準」（平成３０年１２月２８日） 

１） 対価の決定の方法の改善 

（１）取引対価は、品質、数量、納期の長短、納入頻度の多寡、代金の支払方法、原材料費、労務

費、運送費、保管費等諸経費、市価の動向等の要素を考慮した合理的な算定方式に基づき、下

請中小企業の適正な利益を含み、労働時間短縮等労働条件の改善が可能となるよう、下請事業

者及び親事業者が十分に協議して決定するものとする。 

・・・・・ 

（５）親事業者は、下請事業者から労務費の上昇に伴う取引対価の見直しの要請があった場合に

は、協議に応じるものとする。特に、人手不足や最低賃金（略）の引上げに伴う労務費の上昇な

ど、外的要因により下請事業者の労務費の上昇があった場合には、その影響を加味して親事業

者及び下請事業者が十分に協議した上で取引対価を決定するものとする。 

 

 2017 年の縫製業全国調査では適正な工賃の引き上げは全国で二割、岐阜県では

一割しかありませんでした。これについて藤野衆院議員議員から「この調査から 2 年た

ちます。具体的な改善は見られたんでしょうか」と問われた経済産業者官房審議官は

こう答えています。 

「昨年 12 月の繊維産業の自主行動計画フォローアップ調査結果におきまして労務費、

原材料価格、エネルギー価格の変動を反映できたかという質問に対しまして、発注側、

受注側ともに、おおむねできたが微増するなど、わずかに改善が見られてきておりま

す。」 

 工賃はわずかにしか改善されませんが、この二年に最低賃金は 50 円以上引き上げ

られています。経産省は業界団体の協議会での啓発にとどまらず、下請法を末端まで

徹底し、都道府県と協力して監理団体に対する指導を行う必要があります。 
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（４）これから試される技能実習法 

(1)まだよく知られていない技能実習法＝「新法」 

 「新法」が施行されてすでに２年以上が経っています。技能実習機構（ＯＴＩＴ）の HP

には制度の説明のほか働くルールや労災、年金など外国人に役立つ情報がたくさん

掲載されています。機構本部と地方事務所の皆さんも頑張ってくれていますが、一部

の関係者以外にはほとんど知られていないのが実態です。 

その主な内容は以下のようになっています。 

①監理団体を許可制に 

これまで監理団体は非営利団体であれば届出だけで受入れができていましたが、

「新法」では技能実習機構の本部で許可を受けることになりました。違反があった場合

には、改善命令や許可取消しの対象になります。  

②罰則の強化と実習生の申告権 

 人権侵害行為等について禁止規定や罰則を設け、実習生による申告を可能にしま

した。母国語相談・情報提供体制を強化し、不正などにより転籍が必要になった場合

には機構が連絡調整等の措置を行います。 

③外国人技能実習機構の創設 

法務省と厚労省が所管する技能実習機構がつく

られました。本部と全国 13 か所に地方事務所・支

所が設けられ、入管、労働局からの職員が事実上

の出向の形で、技能実習計画の認定、実習実施

者の届出の受理、 監理団体の許可を行っていま

す。実習生からの相談への対応・援助も行います。

2019年度からさらに体制が強化されました。 

ここでは実習生からの相談に役立つところを紹

介します。 

 

(2)実習生の保護を具体的に定め、罰則も 

 労働基準法(労基法）では強制労働の禁止（第 5条）や、労働者に申告権（訴える権

利）が付与され、申告したことを理由とする不利益扱いが禁止されています。「労働条

件及び労働者の保護に関する事務」のために労働基準監督署に労働基準監督官を

おかれています（第 97 条）。監督官は「労働者の保護」が任務であり、労働者と使用

者の中立とはどこにも書いてありません。そしてこの労基法は技能実習生やそれ以外

の外国人労働者にも適用されます。 
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ところが旧技能実習制度では不正受入れ機関に対する「措置」はあるものの、実習生

には申告権も保護規定もありませんでした。入管法違反を知った国民には通報義務

がありますが、不利益を受けた技能実習生に訴える権利はありませんでした。 

 「新法」の運用要領には技能実習生の保護（第６章）と実習機関などの違法行為に

対する罰則（第１０章）が書かれています。実習生に入管庁及び厚労大臣大臣への申

告権が付与され、申告をしたことを理由として、技能実習生に対して不利益な取扱い

をすることは禁止されています（法第４９条）。旅券・通帳の預かり、外部との接触禁止

などの人権侵害にも厳しい刑事罰がつきました。 

 さらに「申告は、技能実習生本人だけでなく、技能実習生から委任を受けた代理人

によっても可能」とされています。代理人は弁護士でなくても委任状があれば誰でもで

きます。 

 届出書面にでてこない、ブローカーや派遣会社なども罰則の対象となりました。派遣

会社が名前だけの監理団体を配下におき、実際には母国の派遣会社やブローカーな

どの「その他の従業者」に監理させ、不法なキックバックを受け取っていた場合なども

処罰の対象になります。 

  

「法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が・・・・違反行為

をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科す

る」（両罰規定。第１１３条）。 

 

 労基法と技能実習法での申告は母国語でできます。母国語で書いた申告書に証拠

と簡単な日本語をつけて郵送すればスムーズに受理されます。しかし、技能実習法で

の申告権は在留資格がある期間に限られています。実習期間を満了して帰国してか

ら申告することはできません。強制帰国させられたあともできないので、その前に申告

するように勧めています。ただし在留資格をもったまま帰国させられた時には海外から

でも申告できます。 

 いっぽう不払い賃金などの労基法違反は帰国後も申告できますが時効に注意してく

ださい。 

不正があった場合のシェルター 

 監理団体または会社の不正でこれまでの寮に住むことができない場合には機構が

宿泊先を確保することになっています。不正があった時には必ず機構に申告しましょ

う。 

 先のペットショップ事件の時は朝食が付くホテルでしたので１日 1,000円の食事代が

渡されました。 
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（３）詳細な運用要領 

「新法」には 300 ページに及ぶ「運用要領」が整備され、実習計画について詳細な

内容や技能実習生の保護（第６章）について詳しい基準が示されました。 

https://www.otit.go.jp/jissyu_unyou/ 

寮の面積など実習生を受け入れるために必要なことが列記されています。成立にあた

って 12項目もの付帯決議がつけられ、これが盛り込まれました。 

ネズミの禁止まで書かれており、でき上がった運用要領をもらった時に法務省から

「榑松さんに言われたことはだいたい書き込みました」と言われました。私が「中小企業

の社長さんは３００ページも読めませんね」と答えると担当者はうなずいていました。い

くらいいことが書いてあっても、受け入れ企業も監理団体職員も読んでいないことがあ

ります。実習生も知らない方が大半です。知らないルールは守ることができませんし、

権利も使えません。 

運用要領はその後何度か改訂され、さらに建設や介護など省庁ごとに「告示」「通知」

「お知らせ」が出され、さらにいろんなことが細かく決められています。これらは機構と

法務省・厚労省のＨＰに公開されていますので、「技能実習 寮」などと書いて検索す

ればすぐに調べることができます。機構ＨＰの「技能実習生の皆様へ」には実習生手

帳と労働問題に説明、労災給付から税金、年金など役に立つ資料が各国語で掲載さ

れていますので、日本人支援者が説明するのにとても便利です。 

 

https://www.otit.go.jp/jissyu_unyou/
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(4)８か国語での母国語相談 

技能実習機構による 8 か国語の母国語相談が始まりまし

た。電話相談に加えてＨＰからの相談と申告も受け付けてい

ます。ネットでＯＴＩＴと検索すると母国語相談が出てきます。

各国語のページ右肩に日本語表示の案内もついています

ので、実習生に説明してあげてください。 

電話だと十分説明しきれないこともありますし、相談だけで終わることも少なくありま

せん。ＨＰは仕事が終わってからや休日に書くことができます。文書にすることが重要

です。不正であればＨＰに「申告」と書いて必要な証拠を郵送することを勧めます。代

理人による申告もＨＰからできます。 

技能実習機構の各地方事務所でも相談・申告を受け付けています。始めた当初は

少なかったのですが、その後増えて平成 30 年度に寄せられた相談の件数は 2,695 

件でした。 

賃金・時間外労働等の労働条件に関すること ５４１件 

管理に関すること ４４５件 

途中帰国に関すること ２９２件 

実習先変更に関すること ２５９件 

技能実習制度に関すること ２４１件 

職種の相違に関すること １１６件 

社会保険・労働保険に関すること １０６件 

その他の制度に関すること ７８件 

人間関係におけるトラブルに関すること ４７件 

送り出し機関に関すること ３９件 

健康上の問題に関すること ２１件 

違約金・賠償金に関すること １６件 

日常生活に関すること １１件 

その他 ４８３件 

総数 ２，６９５件 

（法務省）※複数の相談を受けた場合は、複数項目で計上している 

 機構は H30 年度に実習企業 7,891 カ所を調査し、そのうち技能実習生の待遇に

関する違反が 1,270件ありました。（技能実習機構 HPから）  

厚労省の不正統計からすると、まだまだ相談が少なく、十分な活用とまではいって

いませんが、不正な事業者に対する「けん制」力としては重要だと思います。機構の職

員にはたいへんですが、証拠と翻訳をつけて出せば調査の手間も省けます。 

愛労連では６カ国語の母国語相談案内チラシ（↓）と日本語の説明書をつけて支援

者に使ってもらっています。ベトナム語、中国語、インドネシア語、タガログ語、クメール
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語（カンボジア）、ミャンマー語 

ブログ「外国人実習生支援」実習生母国語相談のお知らせ 

http://rodo110.cocolog-nifty.com/viet_nam/2018/07/post-fd82.html 

 

(5)技能実習３号の新設と年金問題 

 「新法」施行により技能実習３号ができ実習期間が最長５年間となりました。技能実習

制度は技能移転が名目のために一時帰国することになっていますが、３年間終了後

直ちに帰国ではなく、４年目の間に一カ月以上帰国し再入国することになっています。 

 その際に年金の脱退一時金の手続きをするのですが、脱退一時金の受け取りには

住民票の転出届でいったん住所を国外に移す必要があります。実際には一時帰国で

入管には現住所で再入国許可を受けます。在留カードなどの住所はそのままになっ

ています。再入国後に住民票を戻しておけばいいそうです。 

 また３号の試験に受からなくても２号を終了すれば特定技能で新たに５年間働けるこ

とにもなっていますが、新法施行前で JITCO の終了証が発行されずに帰国した実習

生もあります。監理団体から実習企業に証明書を発行してもらうこともできますが、不

正な会社もあり手続きに手間がかかっています。 

 

(6)国もＳＮＳの活用を 

 機構はＨＰと母国語相談を拡充していますが、実習生の大半は電話を使えないので

せっかく母国語相談があってもかけられません。実習生の多くは無料で国際通話ので

http://rodo110.cocolog-nifty.com/viet_nam/2018/07/post-fd82.html
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きるＳＮＳ電話を利用しています。先日も実習生から「ＯＴＩＴはＬＩＮＥが使えないのか」

と言われました。 

 国は「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和元年 12 月 20 日閣

議決定）」のなかで「外国人に対する行政・生活情報の提供に当たっては、ソーシャ

ル・ネットワー キング・サービス（ＳＮＳ）を利用することも想定した対応を推進する。〔全

省庁〕」と書いておきながら全く具体化していません。総務省は災害時に外国人の連

絡にＳＮＳが活用されていることを報告しながら、自らは使おうとせず、自治体にも活用

を進めていません。 

 

「ことし国は２０億円を投じ、全国に相談窓口を整備してきました。そのひとつ、川崎市では今年７

月に２千万円の支給が決定。 

相談体制を強化しました。 

しかし、寄せられる相談は以前とほぼ変わらず、１日数件程度にとどまっています。 

多文化共生総合相談 ワンストップセンター 渡部修治課長 

「技能実習生については、あまり相談が来ていない状況。」 

今後、技能実習生を受け入れている企業などにチラシを配り、アピールする予定です。 

（NHK 2019年 12月 25日） 

  

 

一方的な情報発信だけで、双方向のやり取りには消極的です。 

 また機構と労基署はメールを受け付けないので資料を送るはＦＡＸか郵送です。しか

し、通訳や専門家を含めたワンストップの相談にはＳＮＳがとても有効です。早急な活

用を求めます。 
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実践「ＳＮＳ相談室」 

 愛労連では SNS(フェイスブック）で技能実習生から相談を受けて、技能実習機構や

労基署への申告支援と入管への情報提供を行っています。ＳＮＳを使っているのは、

実習生の多くが家族との連絡に国際通話無料のＳＮＳ電話を利用しているからです。

ＳＮＳでは会話・メールのほかに証拠写真や動画を簡単に送ることができますし、通訳

を含めたチャットも可能です。また実習生が平日の日中は連絡することができず、私も

労働組合役員としての任務を持っていましたので相談の大半が夕食後か土日になっ

ているためです。データとして記録が残るので、申告書を整理するのにも便利です。そ

のやり方はこんな感じです。 

 

①本人確認 

最初はフェイスブックの「外国人実習生支援」ページかメッセ

ンジャーになにか書いてきます。わたしは 

「じっしゅうせい？」「もんだい？」と聞きます。 

「もんだい？」というのは彼らは「困っている」のを「問題ある」

というからです。多分日本語になる間に英語の「Ｉ  have 

trouble」が入っているからでしょう。 

 

「私は 2017日本にすんだ。 

日本の会社に仕事がやりました 

まえかいしゃはみんなにひくいざんぎょうのきゃうりょうにはらいま

した 

5月から、1時 400円」 

 

「問題」があるとわかったら「ざいりゅうカードみせて」と書いて

本人確認をおこないます。これは必ず行います。 

「かいしゃ？」も聞きます。 

グーグルマップで写真を見せると本人が安心します。 

 

②相談グループ 

 不正があることを確認出来たら、通訳を一人か二人いれたメッセンジャーグループを

つくります。グループは相談ごとに会社名でつくります。同じ名前のベトナム人がたくさ

んのいるので名前では覚えられないことと、通訳が混乱しないためです。ここに母国語

でこれまでのことを詳しく書いてもらいます。私から質問することもあります。 
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 十数人いる通訳はすべてフェイスブックで協力を求めた方たちで国内外、様々な方

がいます。現在のところ６カ国語の相談室があります。みなさんボランティアで、時間の

ある時に翻訳してもらっています。時間はかかりますが、記録が残るのであとで使いや

すくなります。 

 

③証拠集め 

 最初から給与明細やタイムカードなどがあれば簡単ですが、封筒に現金のみの場合

や口頭での説明しかないこともあります。またセクハラや暴力などの相談もあります。こ

れも時間をかけて写真をとったり、録音、動画をとって送ってもらいます。実習生自身

が証拠を集めるようにしています。 

 

④申告支援 

 機構には私が代理人となって申

告を行っています。紙に母国語で

委任状を書いてもらいサインをして

もらいます。写真をとってメールで

送ってもらいます。ほとんどこれでい

いですが、機構地方事務所によっ

ては委任状のコピーでなく現物を求

められることもあり、郵送もお願いし

ています。 

委任状 

技能実習法での申告を下記のものに委

任します。 

氏名 住所 

実習会社名 

実習生氏名 

日にち サイン 

 相談内容を整理して申告書を作成。そこに陳述書の翻訳、委任状をつけて機構の

当該地方事務所に送ります。必要な場合には該当する労基署と入管にもコピーを送り

ます。 

 

⑤指導後フォロー 

 大半が郵送での申告ですが、全国の機構事務所と労基署で速やかに受理され、調

査・指導を行ってくれています。動画などはＤＶＤで送ることもありますが、外部のＤＶ

Ｄを受け付けない事務所もあるので、その場合はユーチューブにアップし、アドレスを
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知らせます。 

 

⑥強制帰国の予防 

 機構に申告すれば、実習生の意思に反して強制帰国させることはありませんが、途

中でばれて帰国させられることもあります。緊急事態の場合には当該の地方入管に在

留カード番号を連絡して事情を説明しておきます。連絡先は入管のＨＰに各入管の

「留学・研修審査部門」の電話番号があります。FAX は代表しか掲載されていません

ので、「留学・研修審査部門あて」と書いて送ります。技能実習法では実習期間途中で

の帰国については帰国の意思確認を行うことになっています。強制的に空港に連れ

ていかれた時には最後の出国カウンターで「きこくしたくない」というようにしています。 

これを教えておくと実習生も安心します。 

 


